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あたって、インタビュー調査を行った。本調査が分析に用いたデータは、2017 年 12 月から
2018 年 2 月にかけて、日本の大企業 4社に対して行ったインタビュー調査に基づいている。














第 4 節 論文の構成


































































































その中で、傾向が違うケースとして 2 つあり、1 つめは、女性の係長職の割合が高卒男性


























































                                                       
11 同調査では 10 人以上の企業を対象にしているが、1,000 人の会社で導入している割合が約 5 割となっ






















表 2-1. 役職別女性管理職割合の高い業種                                  ( %)
係   長
（女性全体）
係     長                              
（大卒・大学院卒女性）
２０１０年 ２０１５年 ２０１０年 ２０１５年
医療、福祉業 53.51 51.58 6.18 12.3
教育・学習支援業 22.47 34.58 11.35 19.28
卸売・小売業 20.43 15.43 5.08 6.79
宿泊・飲食サービス業 13.8 17.38 4.75 8.64
生活関連サービス業 13.77 14.59 7.27 9.3
金融・保険業 28.96 36.39 5.63 13.05
学術研究、専門・技術 8.29 10.11 5.98 7.77
その他サービス業 13.73 14.3 5.9 7.67
情報通信業 6.59 14.29 2.77 9.37
不動産業・物品賃貸業 6.84 17.41 4.89 13.35
19
課    長
（女性全体）
課   長
（大卒・大学院卒女性）
２０１０年 ２０１５年 ２０１０年 ２０１５年
医療、福祉業 45.49 42.31 7.31 8.21
教育・学習支援業 12.39 24.72 9.4 8.72
卸売・小売業 5.8 4.47 3.39 2.28
宿泊・飲食サービス業 6.21 11.38 1.71 3.9
生活関連サービス業 10.93 15.09 1.33 5.79
金融・保険業 4.07 10.26 1.11 3.54
学術研究、専門・技術 3.46 7.2 2.73 6.67
その他サービス業 7.46 9.32 0.75 3.89
情報通信業 2.79 6.5 1.7 5.95
不動産業・物品賃貸業 2.35 6.15 0.59 3.27
部    長
（女性全体）
部   長           
（大卒・大学院卒女性）
２０１０年 ２０１５年 ２０１０年 ２０１５年
医療、福祉業 22.45 25.02 9.55 8.04
教育・学習支援業 5.11 24.28 1.7 7.06
卸売・小売業 3.38 1.22 2.45 0.38
宿泊・飲食サービス業 5.26 8.62 4.09 6.03
生活関連サービス業 34.43 3.41 16.85 2.27
金融・保険業 0.93 6.89 0.43 5.58
学術研究、専門・技術 2.11 1.43 2.11 0.99
その他サービス業 1.1 6.38 ----- 0.17
情報通信業 3.1 7.71 2.14 7.71
不動産業・物品賃貸業 0.96 2.31 0.96 0.66
出所：賃金構造基本統計調査（2010,2015）を元に筆者作成12
                                                       




















代の市民権運動を受けて成立した1964年のCivil Rights Act、1963年のEqual Pay Act等がある。
これらの法律が制定されたことで、法廷での紛争が起こるようになる。米国の場合は、集団
訴訟という民事手続きがあり、敗訴した際の賠償金が非常に高額なため、企業は経済的な理






























るより強力な監視役になりうる(Nielsen and Huse,  2010)。さらに、ジェンダーの多様な取
締役会は、幅広い経歴、経験、視点、問題解決能力を備えることになりやすい。そうしたこ
とが最高経営者に影響を与えるため、企業のガバナンスが改善される可能性があるとの指









































また、2010 年に改正した育児介護休業法では子どもが 3 歳になるまでの労働者について、
「残業」を拒否できる権利や、2005 年の改正では就学前の子どもを持つ労働者について、
子どもが病気にかかった場合などに年間に１人の子どもにつき 5 日休暇が取得できる”子
の看護休暇”を取得できる権利、2002 年改正では、労働者が望めば 1 か月 24 時間、1 年間
150 時間以上の時間外労働を拒否できる等の保護規定が設けられた。
また、共働き世帯の増加に伴い、2009 年には、男性の育児休業を促進するため、男性が
育児休業を取得すれば、最長 1 年 2 か月までその世帯では育児休業が取得できるように、





































しかし、現在は、M 字型の底が上がり、欧米のようにほぼ台形型になったが、図 2-7 の
通り、正規従業員は第 1 子を出産する15最も高い年齢割合である 30～34 歳から緩やかに減
少し、一方、非正規従業員は 45～54 歳まで増加し続けている。
つまり、これは単に女性が結婚や出産で退職する割合が減ったからではなく、現在の M
字型の底が晩婚化の影響で 35～39 歳まで移動したことを考えると、M 字型の底が上昇し
台形に近づいた部分は非正規従業員であると想定できる。というのも、『就業構造基本調
査』総務省(2012)によれば、非正規従業員が 2,043 万人となり、雇用者全体の約 4 割とな


























































                                                       




19 人種、肌の 色、 宗教 、出 身地 、性別 によ る差別 で 機 会や 待遇 の確 保が でき てい
な い場 合、 その 支障 とな って いる 諸事 情を 改善す るた めの 措置 。黒 人差 別を 禁止
す るこ とか ら始 まっ たが 、女 性差 別に も影 響を与 えた .
27
った。また、1990 年始めの米国企業は、業績低迷を理由に構造改革を必要としていたこと、












ような組織変革を実行する企業や Business Case for Diversity21が企業の間でトレンドとなっ
た。



























































が考えられるが、Smith,Smith and Verner( 2006)、 Adams and Ferreira( 2009)、 乾・中室・枝
村・小沢(2014)らも、女性役員の割合が高い企業は、企業のパフォーマンスを上げるような
企業固有の慣習などが存在し、そのような企業の個別効果が企業のパフォーマンスを上げ








































































第 3 節 女性就業者および女性管理職の日米比較










                                                       
23 United States Department of Labor「HOUSEHOLD DATA ANNUAL AVERAGES」17.Employed persons by 
industry,sex,race,and occupation 参照.
24 OECD「ジェンダー白書」(2014)参照.
25 United States Department of Labor「HOUSEHOLD DATA ANNUAL AVERAGES」16.Employed persons in 




出所：United States Department of Labor(2014)を元に筆者作成
図3-3. 米国産業別女性管理職、事業・財務運営者の割合











しかし、米国は週 40 時間以上の就労について通常の 1.5 倍の時間外賃金を支払う規定以
外は、労働時間の規制が無い。一方、日本では、法定の労働時間を超えると割増賃金を支払
















                                                       

































第 5 節 人事制度の日米比較
(1)日米の雇用継続について
日本女性の雇用継続の問題の 1 つに、育児休業を取得しても保育園の数が少なく、子供





















                                                       

















                                                       
28 家事・医療休暇法は、本人や家族の健康状態に基づく、あるいは、子の育児や家族の介護を理由とする
無給の休暇を労働者に与えるもの.








































日 本 1988-92 20.2 18.9 39.1
米 国 1979-83 64.6 61.8 126.4
カナダ 1987-88 48.2 44.4 92.6
ドイツ 1985-90 31.6 30.4 60
フランス 1990-91 Ｎ.Ａ. Ｎ.Ａ. 58
オランダ 1988-90 11.9 10.1 22
（出所）OECD, Employment Outlook July （1996）を元に筆者作成
図 3-5 .職業別就業者数日米比較
出所：OECD（2013)を元に筆者作成





































































































































て、女性の 25 歳～34 歳層では、「正規の仕事がないから仕方なく非正規雇用に就いてい
る」(20%)と並んで、「都合の良い時間に働きたい」（20%）が一番高い理由となってお
り、家庭内での役割が女性に偏重していることが背景として推察される。
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になった当初よりもその後(5 年以上 15 年未満)の方が昇進意欲を持つ人の比率が高まり、
逆に女性は少し減少する。そして、女性は社会人になった当初、出来るだけ早いペースで
























石, 2014; 安田, 2009)。
                                                       

























きてはいるものの、まだ全国で 2015 年 4 月現在約 2.3 万人いる。保育園の入園については、
4 月で定員を満たしてしまうため、4 月入園ではないとそれ以外の月では欠員が出ない限り
入園しにくい。そのため、待機児童が増加し続け、半年後の 10 月には 4.5 万人に増加した。





れば、待機児童は現在 17,000 人にのぼっている。加えて、学童保育が終了する小学校 4 年
の下校後の子どもの対応等の問題があったため、2015 年に児童福祉法が改正され、小学校














ヵ月の所定労働日数が同事業所で同じような仕事をしている正規従業員の 4 分の 3 以上の
者、および従業員 501 人以上の会社では週 20 時間以上で 1 月の給与が 88,000 以上であり、
1 年以上雇用される見込みがある者には加入を義務づけている。









                                                       
34 配偶者控除とは、収入の少ない配偶者がいる世帯主(納税者)に課せられる住民税や所得税について一定金額を所得か
ら控除し、減税すること. 具体的には法改正前は、 配偶者の年収が 103 万円以下であれば、世帯主に課せられる所得税
の対象となる所得金額から満額の場合で 38 万円が控除され、納める税金が安くなる. また、配偶者の年収が 103 万円を
超えた場合でも、年収が 103 万円～141 万円の間は「配偶者特別控除」という制度が適用され、世帯主の所得への控除が
段階的に受けられる.最終的に配偶者の年収が 141 万円を超えると控除は無くなる。この基準が 2018 年 1 月から拡充さ
れ、これまでの満額の控除が適用される上限だった配偶者の年収が 103 万円から 150 万円に変更した.また段階的に控除
の金額が減額され最終的に控除が受けられなくなる配偶者の年収が 141 万円から 201 万円に変更した.
35 自治体によるが原則 100 万円.
47







『パートタイム労働者総合実態調査』厚生労働省(2016）によると、過去 1 年間（2015 年



















うに、正規従業員の働き方より、パート的な働き方を求め、年収 130 万未満や 150 万未満も
しくはそれ以下に抑えた働き方を選択するのである。
                                                       
36 2018 年 1 月に配偶者控除および配偶者特別控除の上限金額が改正された.配偶者控除とは、配偶者がい
る納税者の収入金額から一定金額を控除し、源泉所得税の軽減を図るもの.
48
第 3 節 組織的要因
独立行政法人労働政策研究・研修機構(2013)が企業に対して行った調査37で女性役職者
が少ない（女性役職者数が男性役職者数より少ない、または全くいない役職区分がある）
理由をみると、「採用の時点で女性が少ない」（300 人以上規模 52.2％、100～299 人規模
59.8％）や「現時点では、必要な知識や経験、判断力などを有する女性がいない」（300
人以上規模 45.6％、100～299 人規模 49.0％）、「可能性のある女性はいるが在職年数など
満たしていない」（300 人以上規模 33.3％、100～299 人規模 27.4％）、「女性のほとんど











ない最も本質的な要因として考えられるため、第 5 章および第 6 章として独立して分析
し、当節では述べない。
(1)両立支援制度の意義と管理者のマネジメント
女性の就業継続に企業の両立支援策が有効であることは、(坂爪, 2002; 西川, 2001; 日
























規模で 95%以上、「育児のための短時間勤務制度」は、100～300 人未満の企業規模で約 80%、
300 人以上の企業規模で約 9 割といずれも高い導入率になっている。また、過去 3 年間で女
性従業員の利用者がいた割合は、「育児休業制度」について、300 人以上の企業規模で約 96%、
100～300 人未満の企業規模で約 92%、「育児のための短時間勤務制度」は、300 人以上の企


































































資料40によると、2014 年の日本の１人当たり平均年間総実労働時間は 1,741 時間となって
おり、フランスが 1,387 時間、ドイツが 1,302 時間等で、世界的に見ても労働時間が長い。
また、図 4-2.をみると約 20 年間ほとんど年間実総労働時間に変化がないことがわかる。
さらに、小倉(2008）は、国際比較データにより日本では、長時間労働者の比率が高いこ
とを指摘している。表 4-1 をみると、1 週間の就業時間が 60 時間以上つまり過労死等の基
準となっている 1 ヶ月 80 時間以上残業している割合は 8.2%となっており、さらに、中間管











図 4-2. 一 般 労 働 者 年 間 実 総 労 働 時 間 の 推 移 （ 事 業 規 模 5 人 以 上 ）
出所：厚生労働省「毎月勤労統計調査」（2015 年）を元に筆者作成
表.4-1  １週間の就業時間が 60 時間以上の雇用者の割合（％）
















































































                                                       
42 『労働時間管理と効率的な働き方に関する調査（企業調査）結果および労働時間や働き方のニーズに



































さて、当節第 4 章第 3 節冒頭で述べたとおり、女性管理職が少ないのは女性の採用がそ
もそもまだ少ないという要因が背景にあると考える。実際に予備調査でインタビュー調査
を行った企業の中には、中途採用の場合、子どものいる女性を積極的には採用しない方針で





2006 年 4 月採用について 16.6％、8 年後の 2014 年 4 月採用は 22.2％となっており、そのう
ち総合職に占める女性の割合は 2006 年 6%、2014 年 9.1%と微増している。しかし、全体的に
女性の採用割合が低い。また、2008 年の業種別の総合職に占める女性の割合については、
卸・小売業が一番高く 14％であり、最低は建設業の 2.2%であり、2014 年になっても業種ご
との採用割合の傾向は変わらない。また、企業規模別では 5,000 人以上規模の割合が高い。
                                                       
43 「コース別雇用管理制度の実施・指導等状況」2008 年.コース別雇用管理制度導入企業で全国 123 社を
平成 19 年 4 月～平成 20 年 3 月にかけて、都道府県労働局雇用均等室職員が企業を訪問し、人事・労務管
理担当者と面接の上実施した調査.2006～2008 年度の調査結果を表示.123 社の業種の内訳は、製造業が
35 社（28.5%）、金融・保険業 35 社(28.5%)、卸売・小売業 26 社（21.1%）、建設業 10 社（8.1%）、その他 17
社(13.8%)である.企業規模は、5,000 人以上 16 社(13%)、1,000 人以上 5,000 人未満 47 社（38.2%）、300 人
以上 1,000 人未満 26 社(21.2%)、300 人未満 34 社(27.6%)となっている.
2014 年は、コース別雇用管理制度導入企業で全国 118 社を平成 26 年 4 月～平成 27 年 3 月にかけて、同
様の調査を行った。118 社の業種の内訳は、製造業が 37 社（31.4%）、金融・保険業 31 社(26.3%)、卸売・
小売業 28 社（23.7%）、建設業 8 社（6.8%）、その他 14 社(11.9%)である。企業規模は 5,000 人以上 9 社
(7.6%)、1,000 人以上 5,000 人未満 38 社（32.2%）、300 人以上 1,000 人未満 51 社(43.2%)、300 人未満 20
社(16.9%)となっている.2012～2014 年度の調査結果を表示.
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建設業 1.2 1.1 9.1 9.5 10.5 3.2 2.2 2.4
製造業 21.1 23.9 22.1 17.2 23.1 16.9 5.1 6.0
卸売・小売業 26.3 8.0 16.6 22.2 18.9 26.5 14.0 15.1
金融・保険業 10.7 11.2 14.2 11.7 17.2 18.6 4.3 7.3
その他 14.3 14.2 18.9 25.4 22.0 29.2 2.8 11.0
合  計 16.6 12.4 16.9 18.8 19.1 22.2 6.0 9.1
5,000 人以上 17.6 17.7 21.8 18.4 18.7 27.3 7.0 15.3
1,000 人以上
5,000 人未満
18.3 13.5 21.2 23.5 18.4 21.8 4.9 6.7
300 人以上
1,000 人未満
8.3 16.1 11.5 13.4 20.9 17.4 4.8 6.9















                                                       
44 『採用・配置・昇進とポジティブ・アクションに関する調査結果』 (2015).
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表 4-3. 2014 年春卒業の新規学卒採用者の女性割合        (%)




















































































































もある（Bergmann, 1974; Lazear and Rosen, 1990）。















                                                       







































                                                       




















































































間に 1 割程度で国内転勤が 46%、海外転勤が 16.8%である。加えて、「女性の転勤者がい
る」企業での女性の転勤者の割合は、国内転勤(70.6%)、海外転勤(82.1%)といずれも 1 割
程度が最も高い割合になっており、転勤が少ない現状を示している。また、女性の転勤者
の年齢層は、国内転勤では 20 代が 66%、次いで 30 代が 54.2%で多く、海外転勤も 20 代が
















































































































































































































そして、以下の 3 つの要点があり、1 つめは「職務特質の違いを考慮する」、2 つめは、
「上司 1 人あたりの部下の数を考慮する」、3 つめは「制度のねらいおよびしくみを理解さ
せる」である。




















































　　5,000　　人　　 以　　　上 98.3 63.7 33.6 42.1 29.7
　　1,000　　～　　4,999　　人 96.5 59.9 36.4 39.8 37.4
　　　300　　～　　　999　　人 89.1 54.2 38.3 41.3 36.3
　　　100　　～　　　299　　人 73.7 40.6 45.5 36.9 36.0
　　　 30    ～       99    人 39.4 30.5 49.1 41.5 29.9
鉱　　　　　　　　　　　業 48.2 47.8 41.8 43.3 30.0
建　　　　　設　　　　　業 35.8 32.2 50.7 47.8 37.0
製　　　　　造　　　　　業 57.9 39.4 44.5 38.8 30.9
電気・ガス・熱供給・水道業 79.7 44.1 49.1 37.3 26.0
運    輸 ・ 通    信    業 28.8 36.1 44.6 48.5 26.2
卸 売・小 売 業 ，飲 食 店 53.4 34.2 48.6 39.1 35.6
金　　融 ・ 保　　険　　業 84.7 57.7 40.1 32.7 40.6
不　　　動　　　産　　　業 61.1 44.2 40.0 35.7 40.1































1998年 68.8 69.2 55.3 78.5(学歴・勤続等）
2001年 70.3 77.3 62.3 34.2 79.0
2009年 71.8 67.5 44.4 20.5 63.7
2012年 68.2 68.7 40.5 20.9 58.5
　　1,000人以上 62.0 77.4 59.0 25.8 52.0
　　　300　　～　　　999　　人 65.9 76.9 60.8 31.2 62.5
　　　100　　～　　　299　　人 66.5 72.7 45.8 28.3 61.8
　　　 30    ～       99    人 69.0 66.6 36.8 17.9 57.4
鉱業,採石業,砂利採取業 68.6 78.9 27.0 21.4 68.9
建　　　　　設　　　　　業 66.0 77.1 39.1 19.5 72.1
製　　　　　造　　　　　業 68.3 72.6 42.8 27.2 65.6
電気・ガス・熱供給・水道業 56.2 82.2 61.5 40.7 80.8
情報通信業 63.0 80.8 52.4 27.9 57.6
運    輸 ,郵　便  業 67.0 53.1 27.0 13.0 49.4
卸 売・小 売 業 70.7 69.5 47.5 20.0 57.7
金　　融 ・ 保　　険　　業 70.1 79.7 59.9 16.7 52.4
不動産業,物品賃貸業 68.5 67.7 46.1 22.0 59.6
学術研究,専門・技術ｻｰﾋﾞｽ業 60.0 74.1 46.4 31.6 59.7
宿泊業,飲食サービス業 74.4 66.1 31.3 18.9 45.2
生活関連サービス業,娯楽業 69.0 60.6 34.4 19.3 50.5
教育,学習支援業 62.1 61.5 36.1 18.0 59.0
医療,福祉業 75.4 60.4 34.3 11.1 47.6



















































































































と、7 割～8 割ぐらいの企業でそうしているという結果になっている。これは、1 次評価で
                                                       




















合    計
254 社 70 社 88 社 76 社 20 社 123 社 131 社
100 100 100 100 100 100 100
一般社員
昇給配分
分布制限あり 52.8 62.9 52.3 50 30 54.5 51.1
分布制限なし 47.2 37.1 47.7 50 70 45.5 48.9
賞与配分
分布制限あり 53.9 60 54.5 55.3 25 55.3 52.7
分布制限なし 46.1 40 45.5 44.7 75 44.7 47.3
管理職昇給配分
分布制限あり 49.6 65.7 45.5 44.7 30 52.8 46.6
分布制限なし 50.4 34.3 54.5 55.3 70 47.2 53.4
賞与配分
分布制限あり 51.2 61.4 51.1 47.4 30 52.8 49.6














                                                       
64 「人事評価制度の最新実態」参照.
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　　5,000　　人　　 以　　　上 95.0 35.1 5.0 3.1 10.2 17.7 59.9 16.8 57.5 44.7
　　1,000　　～　　4,999　　人 95.7 40.0 3.9 8.4 9.2 26.6 67.6 18.5 51.4 49.8
　　　300　　～　　　999　　人 94.3 30.4 3.0 11.3 8.3 29.5 61.9 21.9 53.8 51.7
　　　100　　～　　　299　　人 94.0 33.0 3.7 17.5 12.3 20.7 56.1 22.0 52.4 46.4
　　　 30    ～       99    人 84.2 26.7 1.7 21.1 13.2 21.7 40.8 28.3 50.8 37.9
鉱　　　　　　　　　　　業 94.0 31.7 4.8 30.2 9.5 22.2 58.7 25.4 42.9 44.4
建　　　　　設　　　　　業 88.5 37.2 0.2 6.3 12.7 30.0 38.2 23.6 55.2 38.5
製　　　　　造　　　　　業 92.0 29.7 2.2 19.3 12.9 23.1 50.7 26.1 53.7 41.7
電気・ガス・熱供給・水道業 95.0 33.3 2.0 1.3 17.6 24.2 51.6 23.5 55.6 44.4
運    輸 ・ 通    信    業 85.7 26.8 4.3 21.3 6.3 12.8 50.1 23.3 30.9 39.7
卸 売・小 売 業 ，飲 食 店 82.9 25.7 3.9 21.3 10.7 24.1 55.4 23.6 47.3 52.7
金　　融 ・ 保　　険　　業 91.0 29.5 4.7 10.6 18.5 17.1 46.9 22.7 60.9 43.4
不　　　動　　　産　　　業 89.5 40.9 5.6 17.0 13.6 20.9 57.4 23.2 57.7 41.8















































































































































第 5 節 インタビュー調査の概要と結果の分析
本節では、上で記述した先行研究にある人事評価制度の問題点について、女性活用度の












また、Ｂ卸売会社は東洋経済 「CSR 企業総覧」にて、女性役員登用に積極的な 50 社ラン
キングで上位になった企業である。Ｄ病院は、40 の診療科があり、約 500 床を持つ都内の
大規模病院である。
調査対象企業が属する医療業、学習支援業は女性管理職率が高い業種であり、特に学習支
援業は男女の配置の偏りが少ない業種として、第 4 章第 3 節(4）「配置転換について」で分
析している。また、同じく金融・保険業はここ数年で管理職率の上昇が上がってきている。














は、総合職 15 名、勤務地限定職 12 名である。
【Ｂ卸売会社】
同社では、正社員はすべて総合職であるが、育児や介護の理由で地域限定社員66がいる。
正社員に占める女性の割合は 28%である。平均年齢は 40.5 歳（うち男性 42.3 歳、女性 36.1
歳）で、平均勤続年数は 14 年（うち男性 16.8 年、女性 12.4 年）である。採用は男女ほぼ半
数であるが、年によってはどちらかが多くなることもある。店舗の 95％が加盟店で、直営
店は 5％（45 店舗のうち関西は 7 店舗）であり、店舗は、東京エリアと大阪エリアに分かれ
ており、8 つ（北海道から沖縄まで）ある。事業所は東京本社と関西支社である。女性管理
職の割合（課長以上が管理職）は 15％で、その内訳は執行役員が 1 名（スーパーバイザー
の直営部に配属）、部長が 1 名（事務部門畑で開発本部在籍）、課長が 18 名である。

































2000 年は 85％が新卒採用だったが、2018 年現在は、66％が新卒採用で、38％～39％が中

























科）あり、職種別内訳は以下の通りである。医師 400 名、看護師 900 名（男性 1 割）、薬剤
師 50 人、事務職（システムエンジニア含む）250 人、コメディカル67250 人、検査技師 250
人が在職している。2018 年度採用は 5 名で、そのうち男性は 1 名である。また、看護師は
毎年 40 人から 50 人育児休業を取得し、この数年は 1 年以上育児休業を取得することも多
い。事務部門は、人事課、経理課、総務課、用度課、管財課（施設課のこと）、研究課（治
験）、医事課、大学学生課、広報課、企画課などである。特に女性の多い部門はない。















日 時 2018.1.5 2017.12.13 2018.2.1 2018.1.12
ｲﾝﾀﾋﾞｭｰ時間 1 時間 2 時間 3 時間半 3 時間半
店舗、支店等 全国約 80 支社 全国 8 拠点 全国 7 拠点 東京





















90% ＊1 ― ― ―
総合職女性
入社割合











































































等級は 3 層（等級）に分かれており、新人層、一般職層（一番下は新制度の 4 級と同じ）、
管理職層（課長以上）となっている。一般職層は、平均 7 年（最短で 5 年）かけて自動積み
上げ式の号俸で上がり、一般職層から職務グレード（バンド）で区分されている。一定レベ
ルの役職は水平会議で審査している。標語は 12 段階、Ｂが 100％達成であり、これを係数
化して賞与にする。
●新人事制度









している。標語は 19 あり、Ｂが 100％達成でこれを係数化して賞与に反映する。
報酬レンジについては、モチベーションの向上のために設定しており、一番上と下の差は
年収の 10％を超えないように設定している。報酬レンジの評価は部門に任せている。








表 5-8 C 教育・学習支援会社の等級制度
等 級 役  職 報酬ﾚﾝｼﾞ 役 職
7 等級 本部長 ― 専門職（本部長）
6 等級 部長 7 専門職（部長）
5 等級 課長（ここから管理職） 8 専門職（課長）
4 等級 係長（裁量労働になる。企画業務型、専門業務型） 12
3 等級 主任 12
2 等級 12







































Ｄ病院の新等級制度は表 5-10 に記載の通りで 2016 年から運用している。職能資格制度か
ら役割等級制度に変更した。各等級の役割は職務に基づき各部門で作成した。
また、等級数も 5 等級から 8 等級（専門職は、6´6、7 等級になる）に変更した。3 等級以
上にグレードが設定されており、各等級に 2～4 つある。6 等級から本人が選択し、専門職
とライン管理職に分かれる。新人事制度は役職と等級がリンクし、管理職や専門職に就任し
ないとそれ以上昇給や昇格しないように変更した。つまり、ポストがないと昇格しないので、
年齢給が昇給するのが 35 歳までとなっており、実質 35 歳で給与が打ち止めとなる。
                                                       
































































等級数 8 10 3→7 5→8
評価方法 目標管理制度 目標管理制度 目標管理制度＊1 目標管理制度
評価調整 部門調整会議 ―― 組織人事委員会＊2 人事部








































問題点 Ａ保険会社 Ｂ卸売会社 Ｃ教育・学習支援会社 Ｄ病院
① ○ ○ × ○
② △ △ × △
③ × × ○ ○
④ × × × ×
⑤ ○ ○ × ○
⑥ ○ ○ × ○
⑦ × × × ×
⑧ ○ ○ ○ ○
⑨ × ○ ○ ○
問題の個数 5 6 3 7
出所：インタビューを元に筆者作成（問題がある箇所には下線を引いている）69































































































































































































人が 5 割に達する時期」（横ばい群の出現時期）は、米国企業の 8～10 年に対して、日本
企業は 20 年ほどである。
そこで、社会経済生産性本部(2005, 2012)の調査の「管理職登用年齢の推移」表 6-1、図
6-1 によると、2000 年、2004 年、2012 年の第一次選抜年齢が 31 歳から 35 歳になってい
る。この点、本研究でインタビュー調査を行ったＡ保険会社でも、現状としてあまり変わり
はない。米国では 40 代で CEO に就任するものが出てくることを考えると、決して早いと
はいえない。また現在においても昇進速度に大きな変化はない。
表.6-1. 管理職登用年齢の推移①                      （％）
2000 年 2004 年
標準登用年齢 第 1 次選抜年齢 標準登用年齢 第 1 次選抜年齢
28 歳以下 1.1 5.5 2.7 10.1
29～30 歳 3.7 8.8 6.4 14.1
31～35 歳 17.7 44.5 21.8 38.7
36～40 歳 54.7 38.7 47.3 36.2





















という結果であり、7～8 年程度を合わせると 8 割以上になる。この点、本研究でインタビ
ュー調査した企業でも同様の結果であった。むしろ、このような早期に昇進できない制度が、
優秀な若い世代の社員のモチベーションを下げて離職につながるという懸念を示している

























建設業 58.3 22.2 16.7 2.8 ----- ----- -----
製造業 66.3 21.1 7.4 3.2 1.6 ----- 0.5
卸売・小売業 63.5 17.3 7.7 9.6 1.9 ----- -----
金融・保険 ,
不動産
75 10.4 12.5 ---- 2.1 ----- -----
運輸・通信 .
電気
36.4 36.4 18.2 4.5 4.5 ----- -----
ｻｰﾋﾞｽ業 61 22 9.8 2.4 2.4 ----- 2.4
その他 ----- ----- ----- ----- ----- ----- -----
5,000 人以上
の企業






























































































建設業 30.2 16.3 55.8 32.6 ----- 2.3 2.3 39.5 2.3 23.3 9.3 14
製造業 24.1 8.8 56.9 28.8 3.1 9.8 7.5 29.2 1.4 26.8 10.8 18.3
卸売・小売
業
38.6 6.9 90.1 31.7 2.0 2.0 5.0 38.6 2.0 2.0 5.0 6.9
金融・保険 ,
不動産
28.1 6.3 87.5 18.8 3.1 ----- 1.6 54.7 1.6 ---- 4.7 9.4
運輸・通信 .
電気
44.4 28.6 77.8 33.3 ----- 1.6 4.8 36.5 1.6 4.8 6.3 12.7
ｻｰﾋﾞｽ業 36.6 28.2 63.4 26.8 4.2 2.8 5.6 31.0 7.0 9.9 4.2 15.5
その他 ----- ----- 100 ---- ----- ----- ---- ---- ---- ---- ---- ----
5,000 人以
上の企業























                                                       

































                                                       
72 「女性労働者の処遇等に関する調査」（2005）対象企業は、労働者 100 人以上の企業 13,000 社で調査実





















労働省の調査74によると 5,000 人以上の企業で 2005 年から 2007 年に転換した実績をみる













企業規模 毎年あり 1 度又は 2 度あり 1 度もなし
5,000 人以上 30.8% 53.8% 15.4%
1,000～4,999 人 20% 43.3% 36.7%
300～999 人 9.5% 52.4% 38.1%

















                                                       
ち 5,000 人以上 16 社、1,000～4,999 人 47 社、300～999 人 26 社、300 人未満 34 社の内訳である。ヒヤリ
ングは 2007 年 4 月～2008 年 3 月にかけて行われた。表 5 はそのうち一般職から総合職への転換制度を導
入している企業 87 社について集計したものである.








































れた訴訟がある。例えば、兼松事件（東京高裁 2008 年 1 月 30 日判決）、住友金属工業事件
（大阪地裁 2005 年 3 月 28 日判決）、野村証券（男女差別）事件（東京地裁 2002 年 2 月 20
日判決）などであり、判例となっているものが少なからずある。男女雇用機会均等法が改正
























入社 5 年までは差がつかず、5 年後はほぼ全員役付に昇進する。その後、グレード 7 の役付
（ここで複数年経験）からグレード 5 の課長補佐への昇進が最初の大きなふるいである。次
の大きなふるいはグレード 5 の課長補佐（ここで複数年経験）からグレード 5 の課長、その
次がグレード 4 の課長（ここで複数年経験）からグレード 3 の部長への昇進である。特にグ
レード 7 の役付からの昇進とグレード 4 の課長からの昇進が重要である。最短昇進は、課
111

























最短 4 年で係長に、係長は最短 2 年で課長（管理職試験あり）に昇進できる。















旧制度の等級は 3 層（等級）に分かれており、新人層、一般職層（一番下は新制度の 4 級
と同じ）、管理職層（課長以上）となっている。一般職層は、平均 7 年（最短で 5 年）かけ
て自動積み上げ式の号俸で上がり、一般職層から職務グレード（バンド）で区分されている。
このように、新人層は平均 7 年（早い人で 5 年）在籍しなければ上の層に昇格できないた
め、優秀な若手（4～5 年たつと）はモチベーションが下がり、諦めて退職してしまう。
一般職層から管理職層への昇格には事前に 3 つの試験を受けて合格すると受験資格が得
られる。管理職層へは、早い人では 32 歳で昇格し、平均 35～45 歳でグループリーダーにな
る。しかし、役職のポストが埋まっているので、実質は 32 才ぐらいで昇給が止まる。






























①第一次選抜年齢が 31 歳から 35 歳が多い。



































① ○ × × ×
② ○ × ○ ―
③ ○ ― ― ―
④ ○ ○ × ×
⑤ × × × ×
⑥ ×OR○ × × ×
⑦ ○ ― ― ―
⑧ ○ ― ― ―
⑨ △ × ○ ―
問題の個数 8 1 2 0
出所：インタビューを元に筆者作成（問題がある箇所には下線を引いている） 77
以上から 4 社の昇進構造について、次の 4 つのことが確認できた。まず、1 つ目、Ａ保険
会社はコース別雇用管理制度を採用しているが、勤務地限定職から総合職への転換の実績






















































































































































































































































































予備調査インタビュー対象企業（2010 年 6 月 11 日～10 月 22 日）合計 27 社  別表１.
日 付 6 月 17 日
企業名 第一生命保険株式会社
事業内容・規模 生命保険商品等販売業、従業員数 9,820 名（男 4,001 名:女 5,819 名）
インタビューイー 人事部ダイバーシティ推進室・部長
インタビュー時間 1 時間
日 付 6 月 24 日
企業名 株式会社三菱 UFJ 銀行
事業内容・規模 銀行業、従業員数 約 3 万（うち女性 13,000 名）
インタビューイー 人事部ダイバーシティ推進室上席調査役
インタビュー時間 1 時間 45 分
日 付 6 月 28 日
企業名 ジョンソン・エンド・ジョンソン株式会社
事業内容・規模 使い捨てコンタクトレンズ製品の輸入・販売業、従業員数 約 222 名
インタビューイー 人事部長
インタビュー時間 1 時間
日 付 6 月 11 日
企業名 東急建設株式会社
事業内容・規模 総合建設業、従業員数 約 2,450 名(男 2,304 名：女 149 名)
インタビューイー 管理本部人事部人事第一グループ・グループリーダー
インタビュー時間 1 時間 30 分
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販売業   従業員数約 4,450 名
インタビューイー CSR 推進部長
インタビュー時間 1 時間（その他社員より１時間ヒヤリング）
日 付 7 月 7 日
企業名 味の素 AGF 株式会社
事業内容・規模 飲食料品の製造販売業、従業員数約 1,000 名
インタビューイー 取締役常務執行役員
インタビュー時間 1 時間 30 分




インタビュー時間 1 時間 45 分
日 付 7 月 9 日
企業名 株式会社資生堂
事業内容・規模 化粧品製造販売・ヘルスケア事業等、従業員数約 3,512 名
インタビューイー 人事部ダイバーシティ推進グループ課長
インタビュー時間 1 時間 30 分
日 付 7 月 9 日，10 月 5 日，10 月 22 日




ラル・ビジネス事業部第一営業開発担当部長 従業員数 約 2 万人
インタビュー時間 7/9（2 時間）、 10/5 (2 時間)、 10/22（1 時間）
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日 付 7 月 21 日
企業名 富士ソフト株式会社
事業内容・規模 IT システム構築サービス等事業、従業員数約 9,030 名
インタビューイー 人事本部キャリア開発部キャリア開発課 アシスタントマネージャー
インタビュー時間 1 時間 30 分
日 付 7 月 22 日
企業名 ノバルティスファーマ株式会社
事業内容・規模 医薬品の開発輸入製造販売業、従業員数約 4,410 名
インタビューイー 人事・コミュニケーション本部ダイバーシティ＆インクルージョン室室長
インタビュー時間 1 時間
日 付 7 月 23 日
企業名 ユナイテッド・ パーセル・サービス株式会社（ＵＰＳ）
事業内容・規模 貨物輸送業、従業員数約 700 名
インタビューイー ジャパンヒューマンリソースマネージャー
インタビュー時間 1 時間 45 分
日 付 7 月 29 日
企業名 株式会社アダストリアホールディングス
事業内容・規模 カジュアルウェア製造・販売業、
従業員数約 1,590 名（うち女性約 1,090 名）
インタビューイー 管理本部人事部マネージャー
インタビュー時間 1 時間 30 分
日 付 8 月 11 日
企業名 レブロン株式会社
事業内容・規模 化粧品の製造輸入販売業 従業員数 約 150 名
インタビューイー 代表取締役
インタビュー時間 1 時間 30 分
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日 付 8 月 11 日
企業名 株式会社日立ソリューションズ
事業内容・規模 ソフトウェアシステム運用・管理システム設計・開発事業
従業員数約 7,221 名  ＊10 月 1 日に合併
インタビュー窓口 人事総務本部人事部労政グループ部長代理
インタビュー時間 45 分




インタビュー時間 1 時間 30 分
日 付 8 月 25 日
企業名 株式会社ベネッセコーポレーション
事業内容・規模 教育産業 従業員数 約 3,100 名（男 1,319 名： 女 1,613 名）
インタビューイー 執行役員グローバル教育事業本部本部長
インタビュー時間 2 時間
日 付 9 月 2 日
企業名 トランスコスモス株式会社
事業内容・規模 半導体等各種電機関係の製品・開発事業、従業員数はグループ全体
で 15,802 名（女性比率 10.6%）
インタビューイー 人事室ゼネラルマネージャー・女性活躍推進部ゼネラルマネージャー
インタビュー時間 1 時間 30 分
日 付 9 月 8 日
企業名 サミット株式会社
事業内容・規模 食品スーパーマーケット 従業員数 2,185 名
インタビューイー 人事部人事グループマネージャー、広報室マネージャー
インタビュー時間 1 時間 30 分
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日 付 9 月 10 日




日 付 9 月 15 日
企業名 株式会社ヨークベニマル
事業内容・規模 食品スーパーマーケット、従業員数約 1 万 3,070 名
インタビューイー 常務執行役員人事総務室長兼セブン・アイ SM事業サポート本部
インタビュー時間 2 時間
日 付 9 月 27 日
企業名 三芝硝材株式会社
事業内容・規模 ガラス加工・販売業、従業員数約 160 名
インタビューイー 総務部長
インタビュー時間 1 時間
日 付 9 月 27 日
企業名 株式会社インテック
事業内容・規模 IT コンサルティング・ソフトウェア開発等事業、従業員数約 3,670 名
インタビューイー 富山総務部人事グループ副参事
インタビュー時間 2 時間






日 付 9 月 28 日
企業名 株式会社広貫堂
事業内容・規模 医薬品等の製造販売業、グループ全体で約 500 名
インタビューイー グループ総括営業本部総務人事グループ部長
インタビュー時間 1 時間 30 分





従業員数 約 1 万 5,000 名（男 8,212 名:女 4,838 名）
インタビューイー 人事部ワーク・ライフ・バランス推進課上席課長代理
インタビュー時間 2 時間
日 付 10 月 26 日
企業名 理想科学工業株式会社






[1]Adams, Renee B. and Daniel Ferreira(2009)”Women in the boardroom and their impact on governance 
and performance” Journal of Financial Economics,94(2).291-309.
[2]Asano,Hirokatsu and Kawaguchi , Daiji(2007) “Male-Female Wage and Productivity Differentials: A 
Structural Approach Using Japanese Firm-level Panel Data” Discussion papers 07020, Research 
Institute of Economy,Trade and Industry(RIETI).
[3]Baker,G., Gibbs, M. and Holmstrom, B.(1994a)’The Wage Policy of a Firm’,Quartery Journal of 
Economics, Vol.109,Issue 4, pp.921-955.
[4]Becker,Gary S(1964;1975)Human Capital: A Theoretical and Empirical Analysis, with Special 
Reference to Education,1964, 2nd. ed. 1975, New York: National Bureau of Economic Research（佐
野洋子訳）(2001)『人的資本―教育を中心とした理論的・経験的分析―』東洋経済新報社.
[5]Becker,Gray (1971) The Economics of Discrimination(2nd Edition),University of Chicago Press.
[6]Bergmann,Barbara R.(1974) “Occupational Segregation, Wages and Profits When Employers 
Discriminate by Race or Sex.” Eastern Economic Journal , 1(2), 103-10.
[7]Bowl, K. (1991)”Diversity Means Good Business, Survey Says,” HR News, vol.46,p.12.
[8]Cappelli,P.,Bassi,L.Katz,H.Knoke,D.,Osterman,P.and Useem,M.(1997)Change at Work,New 
York:Oxford University Press.
[9]Cappelli,P.(1999)The New Deal at Work:Managing the Market Driven Workforce,Boston, 
MA:Harvard Business School Press（若山由美訳『雇用の未来』日本経済新聞社,2001年）.
[10]Cox, T., and Blake, H.S.(1991)”Managing Cultural Diversity: Implication for Organization 
Competitiveness,” Academy of Management Executive, vol.5, no.3.
[11]Cox,J.(1971)’Time and Incentive Pay Practices in Urban Areas’,Monthly Labor Review,December 
1971,pp.53-56.
[12]Dass , P., Parker ,B.,”Diversity:Strategic Issue”,In e. e. Kossek and S.A. Lobel(eds), Managing 
diversity:Human resource strategies for transforming the workplace. pp340-365.Blackwell 
Cambridge,MA,1996.
[13]Gibbs,M.and Hendricks,W.(2004)’Do Formal Salary Systems Really Matter?’,Industrial&Labor 
Rrlations Review,Vol.58,Issue 1,pp.69-93.
[14]Gibbons, R., & Waldman, M. (2006) “Enriching a Theory of Wage and Promotion Dynamics inside 
Firms.” Journal of Labor Economics , 24(1), 59-108.
[15]Hambrick, Donald C. and Phyllis A. Mason(1984)”Upper echelon:The organization as a reflection of 
its top managers.”Academy of Management Review 9,193-206
131
[16]Heneman,R.,Ledford,G. and Gresham,M.(2000)’The Changing Nature of Work and Its Effects on 
Compensation Design and Delivery’,in Rynes and Gerhart eds., Compensation in Organization, San 
Francisco:Jossey Bass.
[17]Henderson.R.(2000)Compensation Management in a Knowledge-Based World:Eighth Edition,New 
Jersey:Prentice Hall.
[18]Horwitz, Sujin K. and Irwin B. Horwitz(2007)”The effects of team diversity on team outcomes: A 
Meta-Analytic review of team demography” Journal of Management, 33, 987-1015.
[19]Joshi, Aparna, and Hyuntak Roh(2009)”The Role of context in work team diversity research: A Meta-
Analytic review” Academy of Management Journal, 52,599-627.
[20]Jacoby,S(2005)The Embedded Corporation,New Jersey:Princeton University Press(鈴木良治・伊藤
健市・堀龍二訳『日本の人事部・アメリカの人事部』東洋経済新報社).
[21]Kato、Kawaguchi、Owan(2013).”Dynamics of the Gender Gap in the Workplace: an econometric 
case study of a large Japanese firm.”RIETI discussion paper 13-E038.
[22]Kawaguchi , Daiji(2003)”A Market Test of Sex Discrimination: Evidence from Japanese Firm-Level 
Panel Data,” IPPS Discussion Paper Series 1054, University of Tukuba.
[23]Lazear, E. P., & Rosen, S. (1990) “Male-female wage differentials in job ladders.” Journal of Labor 
Economics , S106-S123.
[24]Nielsen and Huse(2010)’The Contribution of Women on Boards of Directors:Going Beyond the 
Surface’,Corporate Governance:An International Review, Vol.18,No2,pp.136-148.
[25]Osterman,P.(ed.)(1996)Broken Ladders:Managerial Careers in the New Economy,New York:Oxford 
University Press.
[26]Osterman ,P.(1999) Securing Prosperity:The American Labor Market, Princeton, NJ:Princeton 
University Press.(伊藤健市・佐藤健司・田中和雄・橋場俊展訳『アメリカ・新たなる繁栄へ
のシナリオ』ミネルバ書房,2003年)
[27]Ostergaarda, Christian, R., Bran Timmermans, and Kari Kristinsson(2011)”Does a different view 
create something new? The effect of employee diversity on innovation” Research Policy,40(3), 500-
509.
[28]Personics,M.(1984)’White-Coller Pay Determination under range-of-rate systems’,Monthly Labor 
Review,December 1984,pp.25-30.
[29]Phelps, E.S(1972) The Statistical Theory of  Racism and Sexism.” American Economic 
Review,62.pp659-661.
[30]Polachek,Solomon W. 1981 “Occupational Self-Selection: A Human Capital Approach to Sex 
Differences in Occupational Structure, ”The Review of Economics and Statistics,Vol.63,No1.
[31]Ram Mishra Shital Jhunjhunwala.(2013)” Diversity and the Effective Corporate Board” Academic 
Press.
132
[32]Rosenbaum,james E.［1979a］,”Career Patterns in a Corporation,”Administrative Science 
Quarterly,24(June).
[33]Rosenbaum,james E.［1979b］,”Organizational Career Mobility:Promotion Chances in a 
Corporation during Periods of Growth and Contraction,” American Journal  of  Sociology, 
Vol.85,No1.
[34]Rosenbaum,james E.［1984］,Career Mobility in an Corporate Hierarchy,Academic Press.
[35]Rosener, J.(1990)”Ways Women Lead,” Harvard Business Review, Nov.-Dec., pp.119-125.
[36]Shibata.H.(2002)’Wage and Performance Appraisal Systems in Flux:A Japan United 
States Comparison’,Industrial Relatinos,Vol41,Issue 4,pp.629-652.
[37]Smith, Nina, Valdemar Smith and Mette Verner(2006)”Do women in the top management affect firm 
performance? A panel study of 2500 Danish firms” International Journal of Productivity and 
Performance Management,569-593.
[38]Terjesen,S.,R. Sealy and V.Singh(2009),”Women Directors on Corporate Boards: A Review and 
































































































































[1] OECD Employment Outlook.
http://www.oecd.org/els/oecd-employment-outlook-19991266.htm
[2]United States Department of Labor「HOUSEHOLD DATA ANNUAL AVERAGES」.
http://www.bls.gov/cps/cpsaat16.htm.
[3]United States Department of Labor「HOUSEHOLD DATA ANNUAL AVERAGES」.
http://www.bls.gov/cps/cpsaat17.htm.
[4]厚生労働省「雇用管理調査」（2002）.
[5]厚生労働省「賃金構造基本統計調査」(2010～2015).
http://www.e-stat.go.jp/SG1/estat/List.do?bid=000001025019&cycode=0.
[6]厚生労働省「就労条件総合調査」（2012）.
[7]文部科学省（2013）.
http://www.mext.go.jp/b_menu/toukei/main_b8.htm
